
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告

1 事業の成果

遺骨取集事業に関しては、新型コロナウイルス感染拡大により、海外渡航が叶わず、国内のみの活動に

制限された。また、国内聞き取り調査においても高齢者との接触ができないため、ほとんど活動ができな

い状況である。その代わり、オンラインでのミーティングができる環境を整え、認定 NPO法人を目指す

準備を開始した橋頭保となる1年 となった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【5,593】 千円)

疋 私 に 記取
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数

支 盃

対象者
節 囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千円)

戦没者及び抑
留中志望者の
遺骨収集事業

アジア太平洋地域及び旧
抑留地域 における戦没
者・抑留中志望者遺骨収
集 0調査作業

令和 2年

4月 1日

～令和 3

年 3月 31

日

日本国及

びアジア

太平洋各

地

延べ 16

名
240万名 51名 1,736

戦没者及び抑
留中志望者の
慰霊巡拝事業

未実施 未実施 未実施 0名 0名 0名 0

国際協力活動
や平和推進活
動に関する普
及啓発事業

海外との交流や検定事業

令和 2年

4月 1日

～令和 3

年 3月 31

日

当法人事

務所
約 5名 約 10名 約 10名 62

就学困難者ヘ
の奨学金給付
事業

未実施 未実施 未実施 0名 0名 0名 0。



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【3,794】 千円)

疋 訳 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

機関紙への広

告掲載事業

年次活動報告書や会報等において、広告掲載事

業を行う

令和 2年

4月 1日

～令和 3

年 3月 31

日

当法人年

次活動報

告書内

10名 3,794



令和3年7ル′日

日令和3年 ,11´瑠書式第 14号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 活動計算書 (その他事業が上五_

事 業 報 告 用

Ei′イマF・ μ

科 目 合計

(推進協会)遺骨収容補助金収入
(推進協会)未送還調査補助金収入

検定事業収益

受取利息

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

支度料 (注射
旅費交通費

保険・装備)

1,375
92,422

1,026,046

派遣 国内宿泊料
派遣 派遣地宿泊料
派遣 派遣諸費用
派遣 その他 (手土産、
普及啓発 印刷製本費
普及啓発 発送費
普及啓発 

“
b管理費

災害支援金等)

普及啓発 展示費
普及啓発 その他

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

費
　
費

搬
賃
通

運
家
交
費

信
代
費
議

通
地
旅
会

1,720,000

1,2Q 000:

|

2,165,500

01Lお ,634

Ч
Ｅ
ロ
ロ

3,096,843
3:(測題,υ田

144,320
0

1_202_402

1,340,′ Z2

410,000
0

35,500

445,]刃

35
116_599

315,034



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和2年度 貸借対照表

令和3年ク月2′日

令和3年,丹到
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人JYMA日本青年遺骨収集団

現金預金
未収金

棚卸資産

11,875,623
564,402

72,942

ソフ トウェア
借地権

【A】 資 産 合 計 ①+② 12,512,

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

990,660
990,660

口I:IIコ【:fi

L

~~~~~~9こ
E:‐ 61

12.818.497
-1.296.190

11.522.307

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 12,512,967



1

28

令和2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 JYMA 日本青年遺骨収集団

重要な会計方針
計算書類の作成は、平成 29年 12月 12日 改正のNPO法 人会計基準によつています。

(1)

(2)固定資産の減価償却の方法
車両運搬具及び什器備品の減価償却は定額法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

現在退職金給付対象者は在籍 しておりませんが、発生する場合は当期末における退職給付債務に基づき
当期末に発生していると認められる金額を計上 します。尚、退職給付債務は期末自己都合用支給額に
基づいて計算 します。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスを受けた場合は、活動計算書に計上 します。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方法によっています。

2.事 業別損益の状況

棚卸資産
棚卸資産

の評価基準及び評価方法
の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

″脚||

ク月2劇i

御 3

日令和J

同
口
【

科 目
遺骨収集事業

国際協力・平和
推進普及事業 普及啓発事業 事 業

事業部門計 管理部門 合計

0

3,096,843
1,346,722
2,165,500

316.634
6.925.699

92,422
1,026,046

0

277,300
342,357
27,500

3,175,873
580,369
69,600
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０
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220,705
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６

8.221.889
8.221.889

1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

派遣 支度料

派遣 交通費

派遣 国内宿泊料

3,096,843 ＾
ｖ

´
Ｏ

Ｆ
Ｄ

Ｏ
υ

乙
＾

′
０

０
ｖ

Ｑ
υ
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■

1,346,

410, 35, 1,720,

92,422
1,024,846

0

277,300
313,768
27,500

1,200
92,

1,026,

派遣 277,

342,

27,

3,175,

580,

69,

派遣 派遣諸費用

派遣 その他

28,589 357

普及啓発 印刷製本費

普及啓発 発送費 | 980
30,000

3,175,873
579,389
39,600普及啓発

普及啓発 展示費

普及啓発 その他

旅 費 交通費

事務消耗品費

220

196,305
296,

賃
費

家
熱

代
光

地
水

1,009,947
54,390

216,231
219,330
236,576
262,602
75,683

通信費
会議費
交際費
慶弔費
その他
減価償却費
その他経費計

経常費用計

1,375

719



日 令和3年ク月2′

令和3年7
内 容 金 額 算 定 方 法

無 し

4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

7

内容 : 期 首 残 高 備 考

144,320

144_320

遺骨帰還推進協会

遺骨収容補助金

遺骨帰還推進協会

未送還調査補助金

合計

144,

科 目 取 得 減 少

-61,719 -61,719 72,942

-61.719

134,661

無形固定資産

合計

什器備品 (パ ソコ
車両運搬具

投資その他の資産
敷金

科 目 期 首 残 高 : 当期 倍 入

合 計

科 目
計算書類 に

計上 された
今箱

内、役員と
の取引

内、近親看

及び支配法
人ルの取弓|

3,175,873
1.009.947

3,175,873
1.009.947地代家賃

活動計算書計

(活動計算書)

印刷製本費

4.185.820 4.185.820

その他の事業に係る資産の状況



令和3年 ,ル 1日

日令和3年ク牌田書式第 17号 (法第 28条関係)

令和2年度

事 業 報 告 用

財産目録
JYMA

重 柿 :円

舅金預金 11,875,623
手元現金
銀行普通預金
銀行普通預金

み
み
ずほ銀行市ヶ谷
ずほ銀行小舟町

銀行普通預金 ゆうちょ銀行

402

遺骨収集事業未収金 (沖縄派遣) 564,402

車両運搬具
事業用車両

72,942
パ ノコン 72,942

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

○○市事業所

敷金
○○市事業所

○○銀行

【A】 資 産 合 計 ①+② 12,512,967

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 990,660

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 11,522,307

990,660

長期借入金

未払金
クレジットカー ド



事 業 報 告 用
日 令和3年クル1日

令和3年,p¶

書式第 18号 (法第 28条関係)

年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人JⅧA日本青年遺骨収集団

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

個以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

▼各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

1

/~ヽ

く輩フ
・監事 あかぎ まもる R2年

R3年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日赤木 衛

2

⌒

∪
・監事いのうえ たつあき R2年

R3年

4月   1日

3月  31日

年

年

月   日

月   日井上 達昭

3

/~ヽ

で霊ナ
監事やまぐち よじとも R2年

R3年

4月   1日

3月  31日

年

年

月   日

月   日山口 美朝

4

ノ~ヽ
′   ヽ

∪・監事
せお しょうへい

R2年

R3年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日瀬尾 昌平

5

/~ヽ

り
・監事 ひらの あつし R2年

R3年

4月   1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日平野 醇

6

/~ヽ

∪
。監事たかはし こうへい R2年

R3年

4月   1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日高橋 広平

7

′
~ヽ

理事責:ヲ
あいだ ゆういちろう R2年

R3年

4月   1日

3月  31日

年

年

月   日

月   日會田 雄一郎

8

ノ
~ヽ

使讐ゥ監事
たかはし みさき R2年

R3年

4月   1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日高橋みさき

9

⌒

健奮ソ
監事

たかやま ひろし R2年

R3年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日高山 寛



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

元書類収受日 悧 3年ク脚日

差替書類収受日令和3年7ル田

10

/~ヽ

cfァ
監事きたの まさたけ

北野 正 剛

R2年

R3年

4月   1日

3月  31日

年  月 日

日年 月

11

′
~ヽ

理事∪
やまざき つとむ

山崎 努

R2年

R3年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 JYMA日本青年遺骨収集団

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
赤木 衛

2
井上 達昭

3
會田 雄一郎

4
高橋 広平

5
山口 美朝

6
瀬尾 昌平

7
平野 醇

日
高橋 みさき

9
高山 寛

10
北野 正剛

11
神保 尚子

12
小林 史弥


